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平成２５年６月２７日（木） 

京都府健康福祉部 

MMODL
スタンプ



１．研修医が激減！ 
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激変緩和措置の廃止により、京都府では定員が
２９％（８２名）と大きく減少する 

基本定員Ａ 
（各病院の過去
3年間受入実績
最大値＋医師派

遣加算） 

都道府県募
集定員上限 

Ｂ 

病院の希
望定員の

合計 

Ｃ 

調整後の
定員 

［Ｂ＜Ｃの
場合：Ａ×
Ｂ／Ｃ］ 

前年度の
内定者数 

保障 

小児科・
産科特例

加算 

27年度 

募集 

定員 

（試算） 

激変緩
和措置

あり 
２９２ ２３９ ２９２ ２５１ 

（約82％） 
２７１ １２ ２８３ 

激変緩
和措置

なし 
２９２ １８０ ２９２ １９３ 

（約62％） 
８ ２０１ 

差 － ▲５９ － ▲５８ － － ▲82 

（単位：人） 

29％の落ちこみ 



4 

都府県 

24年度   

採用数 

（実績） 

27年度 

募集定員 

（上限） 

激変緩和措置
中止による 

減少数 

減少の 

割合 

東京都 １,３２７ １,２５８ ▲６９ 5.2％ 

神奈川県 ５５４ ５４４ ▲１０ 1.8％ 

愛知県 ４５９ ４４８ ▲１１ 2.4％ 

大阪府 ５９２ ５３２ ▲６０ 10.1％ 

京都府 
２３６(H24) 

 

２６５(H25) 

１８０ 
▲５６ (H24) 

 

▲８５(H25) 

２３.７％ 
 

３２.０％ 

福岡県 ４１６ ３７２ ▲４４ 10.6％ 

（単位：人） 

京都府は突出した影響を受ける 

予想される京都府の変化 



新臨床研修実施前を基準とした 

京都府の変化 

5 新臨床研修制度開始 激変緩和措置廃止 

採用実数 募集 

定員 



新臨床研修実施前を基準とした研修医数の変化 
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▲51.1％ 

  平成15年度の研修医数 

⇒平成27年度の上限定員 

   の増減率 

京都のみが 

突出した減少 

H27の上限定員は、「H24定員に係る激変緩和 

措置がなしの場合の試算数値」を使用した 



２．京都府の施策と現状 
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 京都府、二大学、府医師会、病院団体等と 

  連携した『オール京都体制』     
  府内循環型のキャリアパス作成 

  ⇒ 総合診療科／救急科コース 

  初期・後期研修医の確保 

  ⇒ 説明会の参加・開催 

  キャリア形成支援  

  ⇒ 医師会と連携研修会、女性医師等就労支援… 

  全国への情報発信 

  ⇒ フォーラム、研修病院ガイドブック、メールマガジン… 

  京大での地域医療教育シンポジウム開催 
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京都府地域医療支援センター（ＫＭＣＣ） 
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丹後医療圏 

64名(87.7％) 

中丹医療圏 

105名(84.7％) 

南丹医療圏 

81名(96.4％) 

京都・乙訓医療圏 

345名(67.6％) 

山城北医療圏 

4名(100％) 

山城南医療圏 

38名(79.2％) 

京都大学 

京都府立医大 

  京都府立医大 

  北部医療センター 

  （平成25年開設） 

府内公立・公的病院に勤務する 

府立医大出身医師数と割合 

152.6 

209.2 

170.2 

164.9 

129.2 

359.2 

人口10万人当たり 

医師数 （ ） 

• 京都府は、多くの医師を派
遣しているが、医師不足が 
北部・南部で深刻 

• 状況打開のため、北部医療
センターを本年開設 

上段：医療圏名 

下段：公的病院勤務の府立医 

     大医局医師数（比率％） 
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京都府は、厳しい財政状況の中、国から財政支援を受けず、 
１０年間で約８４０億円の一般財源を投入 

大学 定員 国庫補助金 

京都府立医科大学 ６３０名 なし 

国立 医科大（単科） 約６００名 ６，１４４百万円 

私立 医科大（単科）A 約７００名 １，７４３百万円 

私立 医科大（単科）B 約６５０名 １，７６１百万円 

平成20年度決算額調べ 

府立医大と同規模の国立・私立医大の国庫補助金 

京都府の地域医療に貢献する府立医科大学 
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 京都府立医科大学 地域枠（推薦入学枠） ７名 
    ・平成20年度入学生から3名で設置 
  ⇒ 21・22年度で2名ずつ増員 
    ・平成25年度現在 35名在籍 
 

 条件 

    ・府奨学金(180万円／年)を6年間受給 

   卒後は、府内の医療機関で研修（3年）及び勤務（6年） 

    ・研修先・・府立医大（初期研修2年＋後期研修１年） 

    ・勤務先・・奨学金の返還免除施設（北部地域） 
             
 

 
 

京都府の地域枠学生 



12 

京都大学・府立医科大学の府外への派遣状況 

京都大学 

卒後７～１５年の医師の派遣状況 

平成２４年度一年分の集計 

（単位：病院数、人） 

 
 

京都府立医科大学 

派遣先 

病院 

派遣 

医師数 

うち臨床研修病院 

派遣 

医師数 

派遣先 
初期研修
医定員 

府
内 

５２ ３４１ ２２３ ９４ 

府
外 ２６ １２７ ９３ ５０ 

合
計 

７８ ４６８ ３１６ １４４ 

派遣先 

病院 

派遣 

医師数 

うち臨床研修病院 

派遣 

医師数 

派遣先 

初期研修
医定員 

府
内 

１８ ５０ ３２ ５５ 

府
外 ５４ １９３ １８４ ４１８ 

合
計 

７２ ２４３ ２１６ ４７３ 



３．激変緩和措置廃止による影響 
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制度改変が京都府に与える影響 

1. 大学病院の医師派遣能力は低下し、府内

外の医師不足地域が崩壊する 

2. 医師不足地域の中核病院の定数減により、

地域医療提供体制が後退する 

3. 未来を担う医学医療の研究分野へ影響を  

与え、国際競争力が低下する 
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４．京都府としての要望 
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京都府の要望 

① 医師を養成するための医師派遣に対する評価 
   →医師派遣加算の算定方法の見直し 
 

② 医師確保困難地域など地域医療の充実 
   →地域枠加算の新設 
 

③ 国際的な医学研究への評価 
   →医学研究加算の新設 
 
 

 
現行の定数算定方法では課題へのきめ細かな

対応に限界があるため、見直しが必要 
 


